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Ⅰ. はじめに

　20�0年４月26日，日本の山岳５団体（日本山岳
協会，日本勤労者山岳連盟，日本山岳会，日本山
岳ガイド協会，日本ヒマラヤンアドベンチャート
ラスト）が組織した「山の日」制定協議会が，日
本に「山の日」をつくろうというキャンペーンを
開始したことを主要新聞がいっせいに伝えた。日
本の「山の日」は国民の祝日である「海の日」と
対をなす日として位置づけられており，「日々の
生活と文化に結びついた山の恵みに感謝するとと
もに，美しく豊かな自然を守り，育て，次世代に
引き継ぐことを国民のすべてが明記する日」であ
る（「山の日」制定協議会，20�0）。「山の日」制
定は，2002年国際山岳年の一連の活動の中で議論
になったものの，その後，実現には至らなかっ
た。韓国では国際山岳年を契機に�0月�8日を韓国
の「山の日」に制定している（江本，2004）。日
本における「山の日」制定は，山岳団体による提
案としてスタートしたものの，その内容は自然環
境の保護・保全や環境教育の推進とおおいに関連
するはずである。
　いっぽうで，国際的には2003年�2月��日に「国
際山の日（International Mountain Day）」がス
タートした（図１）。しかし，日本が世界のなか
でも有数の山ぐにであり，先進国のなかでもフィ
ンランドに次いで国土に対する森林の割合が大き
い国でありながら，「国際山の日」の存在を知っ

ている日本人はさほど多くはないと推察される。
　そこで本稿では，まず国際山の日の設立背景
と定義について紹介し，2002年国際山岳年以降の
「国際山岳年を越えて（IYM and Beyond）」の
テーマについて概観したうえで，国際山岳年プラ
ス・テン（IYM + �0）の20�2年に向けて日本が
取り組むべき課題と日本の「山の日」が果たすべ
き役割について考えてみたい。

Ⅱ. 2002年国際山岳年と国際山の日

　�992年にリオ・デ・ジャネイロで開かれた地
球サミットで採択された行動計画「アジェンダ
2�」に山岳地域の環境問題解決への行動計画が第
�3章として設けられ，その�0年後の2002年に国際
山岳年が定められた。2002年国際山岳年は，�998

図１　 国際連合食糧農業機関（FAO）が定めた国際
山の日のロゴ
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年の国連総会決議によって定められた国際年で
あり，国際山岳年には日本を含む78カ国（2002年
�2月現在）が国レベルでの対応組織をつくって
（図２），それぞれの国や国際機関などがさまざ
まな活動を行った（たとえばPrice, 2004）。日本
では，登山家の田部井淳子氏を委員長とする国

際山岳年日本委員会がつくられ（江本，2004），
筆者もその事務局次長と国際・学術関係を担当
した（活動の詳細については，http://www.iym-
japan.org（澤柿，2004）を参照のこと）。　
　2002年�0月28日～��月�日には，国際山岳年の
提唱国であるキルギス共和国でビシュケク・グ
ローバル・マウンテン・サミットが開催された
（図３）。このサミットで，「国際山岳年を越えて
（IYM and Beyond）」という将来の継続的な活
動方針が確認された。国際山岳年は，山の環境と
私たち人間がどのようにつきあっていくのかを考
え，行動する１年であったが，�年限りの活動の
年ではなく，その後も継続して山の問題について
考え，問題解決に向かって行動していくスタート
の年として位置づけられたのである（Hofer and 
McGuire, 2003; 渡辺, 2004a）。
　その後，「国際山岳年を越えて」に賛同した
国・地域や国際機関（2002年末時点で，30カ国，
�5国際機関，�4国際NGOなど）が，山岳地域の
持続的開発に関する国際パートナーシップを結
び（Hofer and McGuire, 2003），当面�0年後の

図２　 国際山岳年の国内委員会あるいは国内委員会に相当する組織をもった78カ国の分布（FAOの資料などか
ら作成）

図３　 国際山岳年のビシュケク・グローバル・マウ
ンテン・サミットで講演をするファン・ヒン
ケル国際連合大学総長（当時）
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20�2年までを最初のステージとして行動してい
くことになった（ただし，日本は公式にはこの
パートナーシップには参加していない）。この
考え方を具体的に示しているのが，国際山の日
（International Mountain Day）である。
　国際山の日の設立は，ビシュケク・グロー
バル・マウンテン・サミットで合意され，その
後，国連総会において決議された（Hofer and 
McGuire, 2003）。国際山の日は国際的な「登山の
日」ではなく，国際機関から個人までのすべての
レベルで，山の持続的開発に関する何らかのイベ
ントを行う日と定義されている。具体的には，持
続的開発にかかわるテーマを毎年一つ決めて，各
国・機関がシンポジウム開催など何らかの活動を
行っている。2009年の国際山の日には山岳地域の
災害リスク管理がテーマで，2008年にはフード・
セキュリティー（食糧安全保障）が，2007年には
気候変動が，2006年には生物多様性管理が，2005
年には観光が，2004年には平和が，そして2003年
には水源としての山がテーマとして選定された。

Ⅲ.  2002年国際山岳年のその後と日本の「山の

日」制定

１. 2002年国際山岳年を越えて

　世界各地でみられる山岳地域の問題には，国際
的な取り組みが必要なことが多いため，ある国や
地域で生じた問題を他国の人たちが見て見ぬふり
をしていてはいけない。国際山の日を通して，お
互いに協力しあって問題解決に向かっていくこと
が重要になる。ここでは，これまでに国際山の日
のテーマになった問題についてかんたんに述べて
みたい。
　災害が多い山岳地域では，災害の管理が進まな
ければ持続的利用どころか，安全な生活・活動さ
えできない。また，世界の紛争のかなりが山岳地
域で展開されているが（Jansky, 2002によれば，
2002年時点で世界27カ所で生じている紛争のうち
23カ所が山岳地域で展開されている），平和がな
ければ，持続的利用などとうていできるはずがな
い。
　世界の山岳地域には貧困な国が多く，貧困解消
は持続性を高めるのに不可欠である。貧困な国に
は，山に住む貴重な野生動物や植物を「タダ」で

とってきて，毎日の食糧にしたり，販売して生
計を立てている人たちがたくさんいる（渡辺，
2008）。フード・セキュリティは，とくに貧困国
の山岳地域に住む人たちに先進国や国際機関が手
をさしのべるべき優先事項の一つである。
　山岳地域における気候変動問題は，水資源問
題として捉えることができる。世界にはきれい
な飲料水に恵まれていない国がたくさんある。水
は山からもたらされる自然の恵みだが，国際河川
の水配分をめぐって世界各地で紛争さえ生じてお
り，「水戦争」拡大の可能性は大きくなっている
（たとえば柴田, 2007）。乾燥した山岳地域では
水の確保がその国・地域の将来の持続性を決める
大きな要素となる。いっぽう，普段から自由に水
を使っている私たち日本人にとっても，今後，水
は大きな社会問題になる可能性があるといえる
だろう。私たちが日本の山岳地域に無関心でい
ると，水源である山を海外資本に買い漁られる
危険性があり（産経新聞, 2009年9月�4日），林野
庁が注視しはじめている。また，海外では，急速
に氷河がとけることで，下流域で氷河湖決壊洪水
（GLOF）災害を生じさせ得る氷河湖の拡大が進
んでいると考えられる（たとえばBajracharya et 
al., 2007）。
　生物多様性の維持には，先に述べたように，多
くの途上国において貧困の解消が重要となり，先
進国では生物多様性に配慮した山岳地域の利用の
仕方が求められる。また，生物多様性の管理は，
しばしば気候変動と強く結びついている。温暖
化が進行するにつれて，これまでにはなかったあ
らたな問題も生じる。高山植物の分布域が狭くな
り，シカなど大型野生動物が高山帯に入り込んで
生態系を乱す。私たちが見慣れた高山帯の景色が
やがて変わっていく可能性があるといえる。
　山岳地域における観光開発が自然破壊につな
がり得ることは，容易に想像できるだろう。それ
ぞれの観光地域にとってメリットがもたらされ，
しかし自然とのつきあい方について考える側面
をもっているエコツーリズムの適切な開発やジオ
パークの賢い利用が求められる。
　前述のように，日本は「国際山岳年を越えて」
の国際パートナーシップには公式には参加してい
ないが，国際山岳年を契機に日本でもこうした国
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際的な問題に対する活動が，研究者やNGOらに
よって進められている。また，2003年に解散した
国際山岳年日本委員会は，ヤマ・ネット・ジャパ
ン（http://www.yamanet-j.org/）に引き継がれ
ており，20�2年とさらにその後に向けてのさまざ
まな活動の推進役・まとめ役として機能すること
が期待される。

２.  2012年国際山岳年プラス・テンと日本の「山

の日」

　20�2年は国際山岳年プラス・テン（IYM + 
�0）の１年として位置づけられている。国際山岳
年から�0年が経過して，その�0年間にどれだけの
問題が解決し，さらに20�2年以降にどのような課
題に取り組んでいく必要があるのかを，世界中で
考え，実際に行動しようという年である。言い換
えれば，2002年国際山岳年時点で私たちに課せら
れた「山の宿題」をこの�0年間でどれだけ済ませ
ることができたのかを見届ける１年である（渡
辺, 2004b）。

　IYM + �0の20�2年を目の前にしたいま，国際
山の日とは別に日本に「山の日」をつくろうとい
う動きがうまれたことは，国際山岳年をスタート
にしたさまざまな活動をさらに多くの個人・団体
に広め，国民全体が山のいまと将来を考えるため
の一日となり，たいへん意義深いといえる。以下
では，日本に「山の日」が制定された場合に，ど
のような役割が期待されるのかについて述べてみ
たい。
　現時点で，日本の「山の日」は20�3年のスター
トを目指している（図４）。20�2年を前後して日
本に「山の日」を制定する意義は，国際山岳年と
関係している。冒頭で述べたように，日本におけ
る「山の日」制定は，2002年国際山岳年において
議論されたものの，その議論はその場限りのもの
となってしまった。2009年秋から「山の日」制定
の議論が再開したが，議論を進めている母体は国
際山岳年の活動に貢献した山岳５団体であり，さ
らに国際山岳年に貢献した研究者の中にも山岳団
体のメンバーがいる。

図４　日本の「山の日」制定に向けた「山の日制定委員会」のパンフレット
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　いっぽうで国際山の日と日本の「山の日」には
違いがあり，日本の「山の日」は民の声が原点に
ある。国際山の日は，その年のテーマに沿って，
どのような問題があり，その解決に向けてどのよ
うな行動をすべきであるのか議論を行うことに主
眼が向けられている。したがって，国際山の日に
は登山行為や山での清掃活動のような行為が伴う
のではなく，むしろシンポジウムなどの開催日と
して考えられることが多い。日本の「山の日」に
は，こうした議論の場が提供されるとともに，山
に出かける行為や山での活動にも目が向けられる
べきであろう。この点では，日本の「山の日」は
国際山の日（�2月��日）とは異なる日に設定され
る方が良いだろう。
　じつは，日本の国際山岳年の取り組みは，世界
の大勢とは異なっていた。国内委員会をつくった
多くの国は，森林省などを核とした政府機関の強
い後押しを受けていた（江本，2004）。ところが
国際山岳年日本委員会の構成メンバーのほとんど
が登山組織（山岳５団体）の代表と山岳にかかわ
る研究者らであったことからもわかるように，日
本における国際山岳年の活動は，民が主体となっ
たものであり，必要に応じて民が官に協力を求め
る構造になっていた。政府との結びつきが弱かっ
たことが，日本の国際パートナーシップへの参加
を見送ることにつながったという反省はあるが，
そのいっぽうで，日本における国際山岳年の活動
は，より多くの国民を巻き込むことにつながった
といえる。
　それゆえ，国際山岳年における議論を出発点と
する日本の「山の日」は，政府からの通達によっ
てつくられるものではなく，国民が自分たちのた
めの日としてつくりあげるものだと考えるべきだ
ろう。
　この点からも日本の「山の日」では，国内の山
岳地域の問題解決をターゲットにした活動が期待
される。しかしながら，国内だけの活動で完結す
べきではなく，国際的な協力にも目を向ける必要
がある。岩田（2004）は，これからの山岳地域へ
の援助が以下のようであるべきだと，『地球白書
�995 - 96』を引用しながら述べている。（�）住民
を主体にした非政府組織（NGO）が中心になる
べきである，（2）村落共同体など小規模な地域単

位をベースにすべきである，（3）自然保護と開発
を両立させなければならない。
　日本国内の山岳地域で生じている問題や，か
つて生じた問題への取り組みへの成功例と失敗
例が，いま海外で生じている問題の解決に役立つ
こともある。いっぽうで，日本の山岳地域には，
長いこと放置されてきた森林の管理や（酒井，
2004）持続的管理を必要としている森林・里山
（太田，2004），脆弱な高山地域での過剰利用，
頻発する中高年登山者の事故など，私たち自身の
手で解決しなければならない問題もたくさん残っ
ている。
　また，日本の「山の日」は，短期的問題から
長期的問題までを議論する一日でもあるべきだ。
議論する場は，シンポジウムであったり，山の中
であったりしていい。林野庁による森林とのつき
あい方の変化や，環境省による山岳国立公園・国
定公園の管理のあり方の変化からわかるように，
日本の山岳環境問題への取り組みにかかわる状況
は，2002年国際山岳年以降，政府レベルでもゆっ
くりとではあるが変わりつつある。「山の日」が
国民の日として制定されるなら，民と官が共同で
活動を行いやすくなる点で大きなメリットとなる
だろう。
　山岳地域の利用者側からみると，日本では中高
年登山という言葉で表現されるように，登山を行
う人たちは長いこと中高年層に偏重している。し
かし最近になって，より多くの若い人たち（とく
にランドネーゼと称される女性たち）が山に行く
ようになりつつある。中高年から次世代層まで幅
広い年齢層をターゲットに，山を愛し，山に親し
む人を増やすことも，「山の日」に期待される大
きな役割の一つであることは言うまでもない。

Ⅳ. おわりに

　すでに述べたように，国際山岳年は山の環境
と私たち人間がどのようにつきあっていくのかを
考える１年だった。国際山岳年では，山岳地域で
生活を続けるにも，山岳地域を登山やレクリエー
ション，癒しの場として利用するにも，脆弱な環
境をできるだけ破壊しないで利用する，あるいは
回復が可能な状態で利用する視点が，自然保護・
保全の考え方に加わったのである。
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　国際山岳年には日本ではきわめて多くの活動が
あったものの，国際連合大学との共同活動を除く
と，日本国内での活動がほとんどで，海外へのア
ピールがほとんどなかった（渡辺， 2004a）。国
際山岳年から�0年目のIYM + �0の年を海外への
アピールの年とする意義は大きい。
　また，20�3年に日本に国民の日として「山の
日」が制定される場合，制定に関連した活動を
IYM + �0における活動の一環とすることで，日
本人が山岳地域の環境問題に国民レベルで取り組
んでいこうとする強い姿勢を国際的にもアピール
することができるだろう。
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